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３６協定の締結のための過半数代表者の選出でしょ？ 

 

法人より突然の呼び出し 

４月１６日、法人より電子メールで組合に以下のようなメールが来ました。 

 

辰野専務理事、武田理事から３６協定等に関わる件で、組合三役の先生にお話させていただきた

いことがございます。急なご連絡で申し訳ございませんが、ご都合がよろしければ、明日（１７日）

１６時３０分から第一会議室にて予定させていただきたいと存じます。 

ご検討くださいますようお願い申し上げます。 

 

そこで、１７日の１６時３０分に組合三役が第一会議室に向かいました。法人側は、辰野専務、武

田理事の他に、柴野事務局長と、記録役として冨永課長と篠原職員も同席しました。話し合いの冒頭

に、武田理事が「札幌大学教職員組合の組合員数が、在職する教職員の過半数に達していないことに

ついて話したい。これまで法人は組合を過半数組合として対応してきた。１月のあっせん申請書に記

載された組合員数と４月１日時点での在職者数とで確認したところ、組合が過半数に達していないこ

とが分かった。喫緊の課題として３６協定の締結ができていないので、このことについて月曜日に労

働基準監督署に行ったところ、３６協定は、過半数に達していない組合との労使協定を締結すること

が法令上できないことを確認し、３６協定の締結には従業員の過半数代表者の選出が必要になるとの

説明を受けた。今日来てもらったのは、組合に確認を求めるためだ。もし、過半数組合だというので

あれば、明日の１６時３０分にこうした会議を開いて、そこで根拠を示せ。」と話しました。その後の

双方のおもなやりとりは以下の通りです。 

 

組合「それでどうするのか？３６協定以外の、過去これまで締結した協定はどうするつもりなの

か？」 

法人「いや、３６協定の締結だけだ。それ以外のものは関係ない。」 

組合「組合員数を明日中に回答してどうするのか？何がしたいのか？」 

法人「我々としては３６協定を締結したいので、過半数代表を選びたい。」 

組合「過半数代表を選ぼうとする時に、事業主から一方的に「こうやって代表を（置きたい）」と

すると、それは不当労働行為になるのではないか？」 

法人「いやだから、法人が事務局に「自主的に選んでくれ」と言っている。とりあえず、喫緊の課

題は３６協定だ。」 

組合「辰野専務と武田理事、柴野事務局長という上位者が、下位の事務組織に向かって「選べ」と

命令すれば、上位者の意向に沿うような選出方法になるのではないか。」 

法人「その為の過半数代表を選出する為の要領の『案』を後で組合に提示するので、問題があるか

どうか確認して欲しい。何か問題があれば、それを法人に出して欲しい。」 

組合「気になるのは３６協定以外の協定や規程がどうなるのかだ。」 



法人「３６協定と他の協定とは別なので、今は３６協定だけだ。また、今後も組合と交渉する必要

があるのは分かっている。」 

 

そこで、組合は３６協定の締結に必要な過半数代表選出のための要領の「法人案」を、次の日の昼

に法人から受け取り、それを検討して、修正があれば法人に回答することになりました。 

 

法人より驚愕の文書と「要領（案）」が提示 

その次の日の１８日昼、法人より理事長名の「労働基準法等に定める労働者の過半数代表者の選出

について」と題する札大総第１７号文書と「学校法人札幌大学労働者の過半数代表者の選出等に関す

る要領（案）」が提示されました。そして、間もなくして、組合には事前に何の確認もないにもかかわ

らず、イントラネットにやはり理事長名で教職員向けに「労働基準法等に定める労働者の過半数代表

者の選出について」と題する札大総第１８号文書が一方的に出されました。 

今号組合ニュースでは、この二つの文書をこれまでのような添付資料とはせず、ニュース本文に入

れ込む形式にして、皆さんによく読み比べていただくことにしました。 

 

まず、１７日の組合三役と辰野専務、武田理事との話し合いでは、３６協定の締結のための過半数

代表者の選出だったはずです。したがって、両文書とも、文書名は「労働基準法第３６条の締結のた

めの労働者の過半数代表者の選出について」とするべきです。 

執行委員長宛てに出された札大総第１７号文書の本文も、１７日の話し合いで双方が確認したこと

を明確にするには、第２段落の後半の文章は、以下のように変更すべきです。 

 

 「この要領は、教職員が代表者を選出するために必要な事項を定めるものであることから、教職

員の皆さんのご理解が必要であり、要領（案）に対するご意見等を求めることとしております。」 

       ↓ 

 「この要領は、労働基準法第３６条に定める「時間外及び休日の労働に関する労使協定」を締結

するために、教職員が代表者を選出するために必要な事項を定めるものであり、法人が一方的に

定める権限はないことから、教職員の皆さんのご理解が必要であり、要領（案）に対する修正を

行うためのご意見等を教職員組合にも求めることとしております。」 

 

そして、全教職員向けに出された札大総第１８号文書は、まるで過半数を割った組合には全く交渉

能力がないかのように誤解させる、悪意に満ちた文書になっています。 

例えば、最初の段落で「労使協定については、使用者と労働者の過半数で組織する労働組合と、そ

れに該当する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者（所謂、過半数代表者）と

締結しなければならないと法定されています。」とありますが、この場合の「労使協定」は「３６協

定」については言えるものの、それ以外については労働組合法第６条により、労働組合は過半数でな

くても交渉権限があることが認められています。しかし、この文章では、あたかもすべての協定につ

いて組合がすでに交渉権限がないかのように書いてあります。このような法人の姿勢は労働組合法第

６条に違反しており、こうした文書によって組合の弱体化を図ろうとする、組合に対する支配介入で

もあります。 

また、１７日の話し合いで確認した内容を反映させるならば、第２段落も、「札幌大学教職員組合

との協議や交渉の結果に基づき、３６協定を締結してきた」とすべきです。 

同様に第３段落も「労働基準法第３６条に定める「時間外及び休日の労働に関する労使協定は、大

学運営を円滑に進めるため、早急に締結したいと考えています。そのためには、労働者の過半数から

選出された代表者との協定締結が必要です。」とすべきでしょう。続く第４段落も、上述の札大総第１



７号文書に対する修正と同様に、「別添のとおり、労働基準法第３６条の締結に向けて、過半数代表

者を選出するための「労働者の過半数代表者の選出等に関する要領」（案）を作成いたしました。」と

し、「この要領は、」以下も、「労働基準法第３６条に定める「時間外及び休日の労働に関する労使協

定」を締結するために、教職員の皆さんが過半数代表者を選出するために必要な事項を定めるもので

あり、策定にあたっては、法人が一方的に定める権限はないことから、教職員の皆さんのご理解が必

要ですので、要領（案）に対する修正を行うためのご意見等がありましたら、下記によりお寄せくだ

さい。」と直すべきでしょう。 

繰り返しますが、この札大総第１８号文書は、全体的に組合活動を制限しようという意図の下で書

かれたものであり、多くの教職員に組合に対する間違ったイメージを植え付けようとする悪質なもの

です。そもそも、１７日の話し合いでは、法人は３６協定の締結のためという限定した目的で、過半

数代表の選出をしたいと話していたにもかかわらず、その翌日に出てきた文書と「要領（案）」では、

３６協定だけでなく、全ての協定や規程の作成や締結のための過半数代表の選出となっていました。

これでは「だまし討ち」です。こうした法人の姿勢からは、この過半数代表の選出をきっかけに、本

学の中に法人の意向に従う「第２組合」を作りたいのではないか？そして、理事長や専務理事ら経営

陣の意のままにならない教職員組合を無力化しようとしているのではないか？という懸念を抱かざ

るを得ません。 

 

組合より要領（案）の修正案を提出し、その実効性を求めて団体交渉開催を要求 

文書と合わせて法人より提示された「学校法人札幌大学労働者の過半数代表者の選出等に関する要

領（案）」に対しても、組合は１７日の組合三役と辰野専務、武田理事との話し合いで双方が確認した

内容に沿ったものとなるように、修正を施しました。５月２０日にその修正案（添付資料）を法人に

送付すると共に、その実効性を求めて、決定権限を有する専務理事、理事長の出席を前提とした５月

２６日の団体交渉の開催を要求しました。 

ところが、２３日付けの法人からの回答は、以下のようなものでした。 

 

 ４月２０日に申し入れのありました内容につきましては、法人としては団体交渉事項ではないと

判断しておりますので、事務局にご意見等をお伝えください。 

  理事 武田 修一 

 

さらに、次のような事務局からの連絡が付されていました。 

 

事務局からの連絡ですが、「学校法人札幌大学労働者の過半数代表者の選出等に関する要領」（案）

に対する教職員からのご意見等につきましては、事務局にお寄せいただくことになっております

ので、貴組合からの修正案につきましても事務局でお話を伺いたいと存じます。 

４月２６日（木）の１８時以降でご連絡をいただいておりましたが、パブリックコメントの締め

切りの関係もあり、明日（２４日）の午前中または２５日中に打ち合わせさせていただきたく存

じます。 

 

武田理事のいう「団体交渉事項ではない」というのは、義務的団交事項に該当しないということな

のでしょう。しかし、それに該当しなければ団交を拒否して良い理由にはなりません。そこで、組合

は２３日に再び４月２６日（木曜日）の団体交渉の開催を申し入れました。 

しかし、法人からは以下のような回答が来ました。 

 

 



 

 

 

 



 

 

 



 

   ４月２０日及び２３日に申し入れのありました標記の件につきましては、昨日、回答したとお

りですが、貴組合からの修正案を伺う際、事務局に武田理事が同席いたします。 

   なお、４月２６日（木）の開催時間ですが、１８時以降でご連絡をいただいておりましたが、

当日の開催であれば、関係者のスケジュールの都合上、１６時３０分に開始し、１７時３０分ま

でに終了とさせていただきたいと存じます。２６日（木）の開催が難しければ、２７日（金）の

１０時３０分～１３時の時間帯で設定させていただきたいと存じます。 

   よろしくお願い申し上げます。 

 

過半数代表の選出の要領の作成が、直接には労働条件の労働者の経済的地位に関するものでもなく、

組合そのものに関する事項でもないにしても、選出された過半数代表者によって今後の労働条件や職

場環境が左右されてしまうのです。そうしたことに関して、組合が団体交渉を開催して説明を求める

のは当然ではないでしょうか。 

１８日付け札大総第１７号文書の最後には、「なお、貴組合との協議、交渉については、今後とも

真摯に対応して参ります。」とあります。この「真摯な対応」については、３月１５日の「労働委員会

第２回あっせん」において、労働委員より以下のようなあっせん案の提示があり、法人もこれを受け

入れて調印しました。 

 

「組合及び法人は、論点を整理し資料を示しながら、誠実に協議し、円満な労使関係の確立に努

めることとする。」 

 

調印したあっせん案はしっかりと履行すべきでしょう。また、少なくともどんな問題でも組合は要求

を掲げることができますし、それに対して法人には最低限の説明責任はあります。説明を求める団交

には応諾義務があるはずです。 

 

 

 


